





























































































































































































































































































































































































































（ 6）体育・スポーツ国際憲章第 1条 1項
　すべての人間は、人格の全面的発達にとって不可欠な体育・スポーツへのアクセスの
基本的権利を持っている。体育・スポーツをつうじて肉体的、知的、道徳的能力を発
達させる自由は、教育体系および社会生活の他の側面においても保障されなければな
らない。ユネスコ　「体育・スポーツ国際憲章」　http://www.njsf.net/zenkoku/
data/right/international_charter.pdf
（ 7 ）同上
（ 8）ここでいう「身体活動」とは、体を強く育成するために行われる体育、競技性の
高いスポーツ活動だけでなく、スポーツの範囲を広く捉え、競技性が高くないような
活動（例えば健康を維持するために行うスポーツ活動等）も包含すると考えられる。
（ 9）ユネスコ　「体育・身体活動・スポーツに関する国際憲章」（International
CharterofPhysicalEducation,PhysicalActivityandSport）　http://www.scj.go.jp/
ja/member/iinkai/kiroku/ 2 -20170922.pdf
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（10）体育・身体活動・スポーツに関する国際憲章第 1条
　体育・身体活動・スポーツの実践は、すべての人の基本的権利である。
　①すべての人は、人種、ジェンダー、性的指向、言語、宗教、政治的又はその他の意
見、国民もしくは社会的出身、財産、その他一切の理由に基づく差別を受けること
なく、体育・身体活動・スポーツを行う基本的な権利をもっている。
　②これらの活動を通じた身体的、精神的、社会的な充足と能力を発達させる自由は、
政府、スポーツ、教育に係るすべての機関により支援されなければならない。
　③すべての人、とりわけ就学前の子ども、女性及び少女、老人、障がいのある人、先
住民族に、体育・身体活動・スポーツへの参加のための誰もが受け入れられる適切
で安全な機会が提供されなければならない。
　④レクリーエーション、健康増進、パフォーマンスの向上といった目的にかかわら
ず、体育・身体活動・スポーツに参加し、あらゆる管理・意思決定レベルに参画す
るための平等な機会は、すべての少女と女性にとって積極的に守られなければなら
ない権利である。
　⑤体育・身体活動・スポーツが多様であることは、それらの価値や魅力の基本的な要
素になる。伝統的な、さらには先住民のゲーム、ダンス、スポーツは、今日創られ
つつある形態も含めて、世界の豊かな文化遺産を表現するものであり、保護され、
普及されなければならない。
　⑥すべて個人は、体育・身体活動・スポーツを通じて各人の能力と興味に応じて一定
の達成を得る機会を持たなければならない。
　⑦どの教育システムも、身体活動と他の教育要素との間のバランスと結びつきの強化
を図るため、体育・身体活動・スポーツについて必要な位置づけと重要性を付与し
なければならない。教育システムは、質が高く、排除される者がないような体育の
授業が優先的に毎日、初等・中等教育の必須要素として含まれること、そしてスポ
ーツと身体活動が学校及びその他の教育機関で、子どもたちや若者の日課で欠くこ
とのできない役割を果たすことを保証しなければならない。
（11）スポーツ権の理念を具体化するためには、スポーツ関連予算を増額することが一
つ挙げられており、「競技力向上と地域スポーツ振興、両者への予算配分があまりに
もアンバランスであり、『競技力向上偏重』のそしりを免れない」という指摘がある。
　尾崎正峰「『スポーツの権利』理念の具現化へ─『スポーツ基本法』の成立と今後の
課題」　『月刊社会教育』第55巻第10号　64頁　（国土社，2011）
（12）友添秀則「「スポーツ」と「体育」を考えるために」『現代スポーツ評論42』　14頁　
（創文企画，2020）
（13）同上　17頁
（14）宮沢俊義『憲法Ⅱ（法律学全集 4）』　212頁　（有斐閣，1959）
（15）前掲注（ 2）・松元　57頁
スポーツ権の構造（宮原）　15
（16）前掲注（ 2）・松元　57頁
（17）前掲注（ 2）・松元　57頁
（18）スポーツ基本法は、その第 5条で「スポーツ団体の努力」を規定しているが、こ
れらは「努力義務規定」にとどまるものであり、その内容は十分なものであるとはい
えない。
（19）前掲注（ 2）・松元　60頁
（20）永井憲一『教育法学の原理と体系』　286頁　（日本評論社，2000）
　なお、スポーツ学の立場から、「スポーツは人格の力が鍛えあげられる領域である」
と指摘されている。カール・ディーム著　福岡孝行訳　『スポーツの本質と基礎』　35
頁　（法政大学出版局，1966）
　　スポーツではなく、「運動文化」という記述であるが、それには「独自の人間形成
的な機能が含まれる」とも指摘されている。友添秀則編　『中村敏雄著作集第 7 巻　
スポーツの思想』　「スポーツと競争─優勝劣敗はスポーツの宿命」　21頁　（創文企
画，2008）
（21）前掲注（12）・友添　23頁
（22）千葉正士・濱野吉生編　『スポーツ法学入門』　118頁　（体育施設出版，1995）
（23）労働基本権としてのスポーツ権（憲法第27条論）を保障するためには労働条件の
向上および余暇の保障がされなければならないという指摘がある。スポーツを求める
多くの理由は人間性の回復であり、スポーツを行える環境が整うことを余暇権の保障
ともいえる。余暇権の保障も憲法第27条論のスポーツ権に含まれると考えることがで
きる。内海和雄　『スポーツの公共性と主体形成』　139〜141頁　（不昧堂出版，1989）
（24）この点、川井圭司　『プロスポーツ選手の法的地位』　410〜442頁　（成文堂，
2003）に詳しい。
（25）前掲注（14）・宮澤　75頁
